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●暴風、波浪、大雪、暴風雪に関する特別警報・警報・注意報

・ 暴風特別警報、暴風警報、強風注意報

・ 波浪特別警報、波浪警報、波浪注意報

・ 大雪特別警報、大雪警報、大雪注意報

・ 暴風雪特別警報、暴風雪警報、風雪注意報

●警報のない注意報

・ 濃霧注意報、雷注意報、乾燥注意報、なだれ注意報、着氷注意報、 着雪注意報、霜注意報、

低温注意報、融雪注意報

 対象となる警報・注意報等は以下のとおり。

警戒レベル相当情報以外の警報・注意報等

※ 熱中症関連の情報については、医療・気象・行政・スポーツ・環境保健・防災情報等の各分野の専門家も含めて別途「熱中症対策推
進検討会」（環境省）において、名称、発表基準、国民への伝え方等が議論されている。

※ 解説情報の整理（論点③）は別途検討を行う。
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 警戒レベル相当情報が、住民の立退き避難に関連する情報であるのに対し、警戒レベル相当情報以外の警報・

注意報等は、「社会経済活動に大きく関わる判断を支援する情報であるとも言え」（「中間とりまとめ」より）、

様々な分野で活用されている（次頁に例）。

 これら警報・注意報等を活用する分野によって、防災対応が必要となる現象の強さは異なると考えられる（暴風

についてのイメージは次々頁）。このため、例えば、これら警報・注意報等の発表基準が分野によっては適していな

い（防災対応に十分につながらない）、といった場合もあり得ると想定される。

 警報・注意報の発表基準は、過去の災害に照らして地域ごとに定めているが、防災対応に一層繋がるものとする

ためには、様々な分野においてこれら警報・注意報等がどのように活用されているか、実態を把握することが重要と

考えられる。

様々な分野で活用されている警報・注意報

ライフライン分野（電力・水道等）
 着氷注意報
 着雪注意報
 雷注意報
 低温注意報 など

学校関連
 暴風(雪)警報・注意報
 大雪警報・注意報
 雷注意報 など

交通分野（道路・鉄道・船舶等）
 大雪警報・注意報
 暴風(雪)警報・注意報
 波浪警報・注意報
 濃霧注意報
 着氷注意報
 着雪注意報 など

その他の防災分野（消防等）

 乾燥注意報
 融雪注意報 など

等

産業分野（農業・建設・観光等）
 暴風(雪)警報・注意報
 波浪警報・注意報
 霜注意報
 低温注意報
 なだれ注意報
 雷注意報 など

警戒レベル相当情報以外の警報・注意報等の体系整理に向けて
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警報・注意
報の種類

利活用の例

大雪警報 • 自治体による不要不急の外出を避ける呼びかけ
（ホームページや防災メール等）の基準

• 自治体における臨時休校の基準
• 自治体における道路除雪対策本部の設置基準

大雪注意報 • 自治体における防災体制強化（除雪機械待機、運
転要員待機等）の基準

暴風警報 • 自治体における臨時休校の基準
• 港長が発出する船舶に対する避難勧告の基準

強風注意報 • 旅客船事業者における遊覧船、定期航路船の運行
の可否判断の材料

• 建設業者における足場の組み立て作業やクレーンを
使用する作業の禁止基準

暴風雪警報 • 自治体による不要不急の外出を避ける呼びかけ
（ホームページや防災メール等）の基準

• 自治体における臨時休校の基準

風雪注意報 • 建設業者における足場の組み立て作業やクレーンを
使用する作業の禁止基準

波浪警報 • 港長が発出する船舶に対する避難勧告の基準
• マリンレジャーの実施可否判断の材料

波浪注意報 • 旅客船事業者における遊覧船の運行の可否判断の
材料

• マリンレジャーの実施可否判断の材料

警戒レベル相当情報以外の警報・注意報の活用状況例

警報・注意報
の種類

利活用の例

雷注意報 • 学校における屋外での体育活動中止等判断の参考情
報（文部科学省通知）

• 高校総体等の屋外イベントの中止及び日程変更判断
材料

濃霧注意報 • トラック等の陸上輸送中止の検討材料（全日本トラッ
ク協会通知）

乾燥注意報 • 自治体による火気の取り扱いの注意喚起の判断材料

なだれ注意報 • 雪崩危険箇所の点検の目安（全国地すべりがけ崩れ
対策協議会「雪崩対応安全ガイドブック」）

• 自治体による除雪作業中の事故防止の注意喚起の
判断材料

着氷注意報 • 電力事業者の系統運用指針における送電線運用の
判断材料

• 自治体の道路除雪計画における除雪体制の基準

着雪注意報 • 電力事業者の系統運用指針における送電線運用の
判断材料

• 自治体の道路除雪計画における除雪体制の基準

融雪注意報 • 融雪出水期の河川の氾濫及び土砂災害の発生の注
意喚起の判断材料（中央防災会議通知）

霜注意報 • 自治体による農作物（野菜、果樹等）管理対策の
呼びかけの基準

低温注意報 • 自治体による水道の凍結防止の呼びかけの基準
• 自治体による農作物（水稲等）管理対策の呼びかけ

の基準
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「瞬間風速と人や街の様子との関係」
（日本風工学会）に加筆

分野によって、代表的な規制
（走行速度規制、災害防止
措置）風速は異なる。

 分野によって様々な規制風速が用いられているなど、利用分野によって対応が必要となる風速は異なるものと考え

られる。

 情報の体系整理にあたっては、各分野の情報利用者をはじめ、風工学や建築・土木等の有識者も含めて議論

することが必要ではないか。

走行中のトラックが横転
（瞬間風速40メートル毎秒以上）

木造住宅の倒壊が始まる
（瞬間風速60メートル毎秒以上）

防災対応が必要となる現象の強さの例（暴風）

飛来物によって負傷するおそれ
（瞬間風速30メートル毎秒以上）

電柱や街灯が倒れる
（瞬間風速50メートル毎秒以上）
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 警戒レベル相当情報以外の警報・注意報等の改善にあたり、まずは、現状の気象予測技術を踏まえつつ、

• 様々な分野におけるこれら警報・注意報等の活用実態の把握

• 情報利用者との対話（意見聴取等）の実施

を進めることにより、各警報・注意報等の発表基準の妥当性を定期的に確認・評価し、必要に応じて基準値を見直すことが必要。

 そのうえで、これら警報・注意報等が各分野における防災対応に一層繋がるものとなるよう、情報の体系整理に際しては、

関連分野の情報利用者や有識者等と検討を進めていく必要があるのではないか。

 また、この検討にあたっては、以下のような論点が考えられるのではないか。

• 利用者によって対応が必要となる現象の強さは異なるため、情報の基準と被害の関係を改めて整理して説明することが

必要ではないか。

• 警戒レベル相当情報が住民の立退き避難に関連する情報であることに対し、暴風や大雪の警報・注意報等は外出を

控える旨を主眼とした情報となっており、警戒レベル相当情報とは別カテゴリーの情報として体系整理の議論を行うべきでは

ないか（防災対応の段階に応じ、警戒レベル相当情報のような５段階のレベルを設けることも一案ではないか）。

• 現状、暴風・暴風雪・波浪特別警報は一律に「伊勢湾台風」級の台風等が来襲する場合に発表することとしている

一方で、警報・注意報は過去の災害に照らして地域ごとに発表基準を定めており、発表基準の考え方を統一するなど

の整理が必要ではないか。

• 防災気象情報の利用については、利用者側で主体的に検討することが重要である。国としては、情報の利用促進を図

る観点から、情報に対する利用者側の理解を促進し、防災対応の検討を支援することが重要ではないか。

• 例えば、暴風で避難が困難な状況となる前に避難できるようにする、といった観点で、警戒レベル相当情報と暴風警報

をどう関わらせるかなど、一つの情報を単独で捉えるのではなくトータルで検討すべきではないか。

警戒レベル相当情報以外の警報・注意報等の体系整理に向けて（案）

警戒レベル相当情報以外の警報・注意報等の体系整理については、本検討会でいただいた検討の

進め方や論点等のご意見を踏まえ、検討の実施方法も含めて事務局において整理のうえ、改めて

検討の場を設けることとしたい。


